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コワーキングスペースの役割と効果 
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1. 研究背景 

中小企業庁(2017)によると，日本の起業希望者の割合

は年々減少の傾向にある.1997 年から 2012 年の 15 年間

で約半数に減少しており，2012 年時点では起業希望者は

150 万人になった．また，世界との起業率を比べても先進

国の中で最も低い（図表 1）．日本の起業率が低い要因と

して，(1)起業をする前に必要な支援が受けられていない，

(2)起業無関心者の周りに起業家がいない，(3)起業家教

育を受講している人が少ない，の 3 つの要因が指摘され

ている(ibid．)． 

政府は起業率を上げる対策として，2014 年に産業競争

力強化法1を施行した．これにより市町村と民間の創業支

援事業者が「創業支援事業計画」を策定して，ワンストップ

相談窓口やコワーキングスペース（以下 CWS とする）を開

設することが推進されている． このように，政府の政策に

も CWS が採用され，CWS を核とした起業の促進が期待さ

れている． 

そこで本研究は，CWS に着目し，全国の実態調査を通

じて，その機能と起業の実現に効果的なサービスについ

て明らかにすることを目的とする． 

図表 1 先進国の起業率 

 

 

2. CWSとは 

2．1 CWSへの関心の高まり 

                                                   
1 日本の経済を再興すべく，国の産業を中長期にわたる低迷の状態から脱却させ，持続的発展の軌道に乗せるため，産業競争力の強

化に関する施策を総合的かつ一体的に進めるための法律. (経済産業省 2014) 

世界の CWS は 2015 年時点で 7，800 スペース存在し

ている．日本では 2010 年に国内で初めて CWS，「カフー

ル」が神戸市に開設されてから，7 年のうちに 600 スペー

ス以上までに増加した(阿部・宇田 2016)． 

埴淵（2014）によると，CWS への関心はスペース数が増

えただけでなく，新聞記事や学術論文における出現頻度

でも確認できる．CWS に関する記事は2010年までは登場

しておらず，2012 年に初めて取り上げられると 2014 年ま

でには 105 件掲載されている．また CWS に関する学術論

文を CiNii で検索すると，2012 年に 11 件，2014 年までで

14 件の論文が刊行されている． 

2．2 CWSの定義 

 宇田(2013)によると，コワーキングとは，働く個人がある

場所に集い，コミュニケーションを通じて情報や知恵を共

有し，状況に応じて協同しながら価値を創出していく働き

方とされる．  

また，埴淵(2014)は ，同じ会社の社員が空間を占有す

る従来型の企業オフィスとは異なり，様々な人が共有する

オフィス空間を CWS と位置づけた．そこでは個人が特定

の職業や組織に限定されることがなく，属性が異なる人と

空間を共有している．さらに，CWS を概念的に整理したの

が図表 2 である． 他者との近接性，他者との交流度，他

者の多様性の 3 つの特徴をすべて満たしているものを

CWS とし，オフィスは多様性，カフェは交流度が低いとい

う点で区別されている． 自宅に関しては空間をともにして

働く他者がいないため大きく異なる． 

図表 2 CWS の概念的位置づけ 

 

(出所)埴淵(2014)より筆者作成 
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3. 先行研究と新規性 

埴淵(2014)では，協働空間の現状と可能性について(1)

異なる分野の助言が得られる，(2)評価を得ることができた

り，自分の仕事の位置づけや価値を見直せる，(3)自身で

コミュニケーションを取りやすいよう工夫する，と現状分析

している．また可能性として多種多様な人が集まることで，

従来なかったネットワークやコラボレーションが生まれ，都

市創造へつながると指摘している． 

 また宇田・阿部(2015)は，さいたま市の CWSF7 を対象と

して，運営プロセスを分析している．CWS を(1)自己の成長

の場，(2)子育て支援の場，(3)地域の課題解決の場と位置

づけ，利用者が楽しみながら交流を深めていく取り組みが

稼働率を上げ，大規模な成長へつながると結論づけてい

る．  

 ところで前述の埴淵(2014)では，東京都特別区と名古屋

市の CWS を対象にしたアンケート調査のため，地方を含

めた全国的な状況についてはまだよく分かっていない．ま

た宇田・阿部(2015)も同様，個別の CWS を対象としてお

り，限定的と言える． 

 そこで本研究は，全国の CWS を対象に，施設設備やサ

ービスなどの実態と起業実績を調査し，どのような CWS が

起業に寄与するのか明らかにする．この点が先行研究に

対する本研究の新規性である． 

  

4. CWSの現状分析（二次分析） 

4.1 調査の概要 

 全国のCWSが掲載されている「コワーキング協同組合」，

「コワーキングジャパン（旧：cocopo）」の 2 つのサイトを基

に名称，サービス，開設年，住所の項目からなるデータベ

ースを新たに作成するとともに，人口あたりのCWS数や起

業率との関係について県単位で分析する． 

4.2 調査結果 

日本初の CWS が開設された 2010 年以降から年々数が

増加していることが図表 3 から確認できる．2010 年以前に

開設されたものは，元々貸スペースとして提供していたも

のを，CWS に変更したと考えられる．また 2014 年に施行

された産業競争力強化法により，一時停滞していた CWS

の開設が 2015 年，2016 年と増加したと推察される． 

図表 3 開設年           (n＝618) 

 

 次に都道府県別に CWS の普及状況について調べてみ

る．図表 4 は人口 10 万人あたりの CWS 数の上位と下位

各 5 都道府県を示したものである．東京都，宮城県，京都

府などの大都市圏に加え，長野県や山梨県といった地方

部も人口比で上位にランクインしていたのが興味深い． 

 都道府県単位で見ると，東京が最も多く 209 スペース(33．

8%)を占める．ついで，大阪府 59 スペース(9．5%)，神奈川

県 30 スペース(4．9%)，兵庫県 28 スペース(4．5%)，愛知県

24 スペース(3．9%)存在した． 

図表 4 人口 10 万人当たりの CWS 数 

 

4.2.1 CWSと起業率の関係 

続いて，CWS と起業との関係について，前述の都道府

県別の人口 10 万人あたりの CWS 数と起業率との相関関

係について分析する（図表 5）．起業率は厚生労働省

（2016）より雇用保険事業数の数値を用いて算出した． 

 仮説ではCWSがあることで起業率は高まると予想してい

た．しかし 2 つの間に相関は見られなかった．これは，都

道府県単位では範囲が大きすぎて，一般的に小規模な

CWS の効果が補足できない面もあるため，次に個別の

CWS に対してアンケート調査を行い，具体的な施設設備

やサービス，利用状況，起業実績などを把握し，CWS と起

業との関係を分析する． 
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1位 東京都 1.5341 47位 秋田県 0.0990
2位 宮城県 0.8155 46位 高知県 0.1387
3位 京都府 0.7678 45位 愛媛県 0.1455
4位 長野県 0.7663 44位 埼玉県 0.1646
5位 山梨県 0.7229 43位 大分県 0.1724
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図表 5 CWS 数 × 起業率 

 

 

5. 全国の CWSのアンケート調査 

5.1 アンケート調査の概要 

これまでの調査の結果，CWS は東京都や大阪府といっ

た大都市に集中しているため，全国一律のランダム抽出

では地域的な偏りが出てしまう．その偏りを防ぐために都

道府県別で人口四分位数を用いた選定方法を採用する．

今回の調査では，第 1 四分位数(1，114 万人)と第 3 四分

位数(2，727 万人)との範囲内にあたる 23 県 161 スペース

を対象とした． 

調査期間：2017 年 12 月 3 日～2017 年 12 月 19 日 

調査対象：161 スペース(23 都道府県) 

調査手法：郵送によるアンケート調査 

有効票数：64 件(回答率 39%) 

5.2 調査結果 

 利用者数の平均値は429．4人で，最大値は5，139人，

最小値は 12 人，中央値は 50 人であった．最小値と最大

値にはかなり大きな差があったが，最大値の CWS は大学

内に設置されているため知名度が高く，主に在学生の利

用により突出していた． 

次に開設年は 2016 年が最も多く 16 スペースであった．

ついで，2015 年が 15 スペース，2013 年が 10 スペースと

なっている．2015 年，2016 年は全国の CWS 数が増加し

ているため同じ傾向がある． 

CWS の運営主体は，株式会社が 36 スペースで全体の

半数以上を占めている．ついで，NPO 法人や一般財団法

人などが 9 スペースである．企業が一事業として CWS を

運営したり，そこからスピンオフする CWS がかなり多いこと

がうかがえる．また行政や学校（大学等）が運営していると

ころは少なく，直接的な起業家支援は進んでいない現状

が読み取れる． 

図表 6 は利用者の年齢構成の円グラフである．中間層

である 30 代と 40 代を合わせると 64%と 3 分の 2 近くを占

めている．一方，若者の利用者は 4 分の 1 にも満たない．

また値は小さいが，60 歳以上の利用も 4%で一定程度ある

ことが確認できた． 

次に図表 7 は利用者の属性である．特定の組織に属さ

ない個人事業主のフリーランスが 40%を占めている．同程

度で会社や行政など組織に所属する人が 38%，学生が

13%，主夫/主婦が 5%であった．その他の 5%には浪人生，

求職者など様々な利用者の属性が確認できた． 

 

図表 8 は CWS を利用したことによって起業を達成した

人数を示したグラフである．最大値は 50 人，最小値は 0

人，平均値は 3．6 人であった．約半数のスペースが 1 人

以上の起業実績があることが分かった． 

図表 8 起業実績 

 

 図表 9 は CWS の課題について示したものだ．「新規利

用者の獲得」が課題と答えた CWS が 23 スペースと最も多

い．ついで，「CWS の認知度」が 17 スペース，「取引先と

のつながり」，「利用者とのコミュニケーション」が 12 スペー

スとなっている．CWS は年々増加しているものの浸透して

おらず，利用者が増えていない現状がうかがえる． 
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図表 9 CWS の課題（複数回答） 

 

 

6. 分析 

 起業に及ぼす要因の関係式として，次のような起業関数

を考える．関数の被説明変数は起業実績があるかどうか

の 1 又は 0 の 2 値変数とする． 

 説明変数には，施設設備とサービス/活動を用いた．こ

ちらの説明変数も提供しているかどうかによって 1 又は 0

の 2 値変数としている． 

 平均値をみると，施設設備面ではワークスペースは 0．

97 と値が高く，ほとんどのスペースに設置されている．ま

たサービス/活動では，セミナー/勉強会が 0．86 と他の項

目より高い値であった（図表 10）．しかし係数に着目すると，

施設設備もサービス/活動も各係数において有意水準は

見られなかった． 

図表 10 記述統計量と係数の推定結果 

 

次に比較的他の項目より係数が高かったセミナー/勉強

会，コンサルティング/相談の 2 つの説明変数を用いてカ

イ二乗検定する（図表 11）．検定の結果，どちらとも 5％水

準で有意な差が認められ，セミナー/勉強会，コンサルテ

ィング/相談を行っているスペースは起業実績がよい傾向

にあることが確認された． 

図表 11 起業実績の検定結果 

 

*5％水準で有意 **1％水準で有意 

 

7. まとめと考察 

 本研究の結果として，CWS は県域全体の起業率に影響

を与える要因になっていないことが分かった．しかし，

CWS 内で行われているセミナー/勉強会，コンサルティン

グ/相談は起業実績に効果があることが確認された．まだ

まだ成長段階にある CWS であるが，半数以上の CWS で

起業家を創出していることが明らかになった．課題に挙が

った新規利用者の獲得を目指し，認知度を上げることが

CWS をより魅力的な空間にすることができると考える． 

 今回の調査から大学内に設置されているCWSが利用者

を多く獲得できていることを踏まえ，CWS は学生に向けて

も情報を発信していくべきである．学生が利用することで

若者のニーズを知ったり，SNS で情報発信してもらえる．ま

た学生が若い時から身近に起業を感じることで，起業に興

味を持ち，起業を目指す人が増える，というプラスの効果

が生まれるだろう． 
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変数 平均値 標準偏差 係数 有意水準

[施設設備]
　ワークスペース(1，0) 0.97 0.17 -0.22
　貸スペース(1，0) 0.83 0.48 -0.03
　会議室(1，0) 0.53 0.50 0.02
　レンタルオフィス(1，0) 0.48 0.38 -0.11
　図書(1，0) 0.36 0.45 0.01
　自習室(1，0) 0.36 0.50 -0.06
　カフェ(1，0) 0.28 0.48 -0.15
　キッチン(1，0) 0.27 0.44 -0.07

[サービス/活動]
　セミナー/勉強会(1，0) 0.86 0.42 0.33
　イベント(1，0) 0.77 0.35 0.06
　コンサルティング/相談(1，0) 0.64 0.48 0.23
　まちづくり活性化(1，0) 0.42 0.43 0.19
　本・DVD貸出し(1，0) 0.25 0.49 -0.06

変数 カイ二乗値 自由度 P　値

セミナー・勉強会 5.4445 1 0.01963 *
コンサルティング・相談 6.1048 1 0.01348 *

会津大学短期大学部産業情報学科経営情報コース 2017年度卒業研究論文要旨集




